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   内閣法制局がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の抑制等のため実行すべ

き措置について定める計画 

 

 

平成２９年３月２２日    

 内閣法制局総務主幹決定 

 

 「政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の抑制等のため実行すべき措置に

ついて定める計画」（平成 28年 5月 13日閣議決定。以下「政府実行計画」という。）及

び「政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の抑制等のため実行すべき措置に

ついて定める計画の実施要領」（平成 28年 5月 13日地球温暖化対策推進本部幹事会申合

せ）に基づき、内閣法制局がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の抑制等のため

実行すべき措置について定める計画を下記のとおり定める。 

 

 

第１．対象となる事務及び事業  

 

  本計画は、内閣法制局が行う全ての事務及び事業を対象とする。 

 

 

第２．対象期間等  

 

  本計画は、2016 年度から 2030 年度までの期間を対象とする。ただし、政府実行計画

の見直しの状況等を踏まえ、2021年度以降について見直しを行うものとする。 

 

 

第３．温室効果ガスの総排出量に関する目標  

 

  本計画に盛り込まれた措置を着実に実施することにより、2013年度を基準として、内

閣法制局の全ての事務及び事業に伴い直接的又は間接的に排出される温室効果ガスの総

排出量を 2030年度までに 40％削減することを目標とする。また、中間目標として、2020

年度までに 10％削減を目指すこととする。 

  この目標は、内閣法制局の取組の進捗状況や温室効果ガスの排出量の状況等を踏まえ、

一層の削減が可能である場合には、適切に見直すこととする。 

 

 

第４．個別対策に関する目標  

 

  温室効果ガスの総排出量削減に向けて、以下の個別対策に関する目標達成に努める。 

 １．公用車に占める次世代自動車の割合 
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   2030年度までに代替可能な次世代自動車（ハイブリッド自動車（ＨＶ）、電気自動

車（ＥＶ）、プラグインハイブリッド自動車（ＰＨＶ）、燃料電池自動車（ＦＣＶ）、

クリーンディーゼル自動車（ＣＤＶ）、ＣＮＧ自動車等をいう。以下同じ。）がない

場合を除き、公用車のほぼ全てを次世代自動車とすることに向けて努める。また、中

間目標として、2020年までに公用車の 7割程度を次世代自動車とすることに向けて努

める。 

 

 ２．公用車の燃料使用量 

   公用車で使用する燃料の量を、2013 年度比で、2020 年度までに概ね 15％以上削減

することに向けて努める。 

 

 ３．ＬＥＤ照明の導入割合 

   ＬＥＤ照明のストックでの導入割合を、2020年度までに 50％以上とすることに向け

て努める。 

 

 ４．用紙類の使用量 

   用紙類の使用量を、2013 年度比で、2020 年度までに概ね 10％以上削減することに

向けて努める。 

 

 ５．事務所の単位面積当たりの電気使用量 

   事務所の単位面積当たりの電気使用量を、2013 年度比で、2020 年度までに概ね 10

％以上削減することに向けて努める。 

 

 ６．エネルギー供給設備等における燃料使用量 

エネルギー供給設備等で使用する燃料の量を、2013年度比で、2020 年度までに概ね

10％以上削減することに向けて努める。 

 

 ７．事務所の単位面積当たりの上水使用量 

   事務所の単位面積当たりの上水使用量を、2013 年度比で、2020 年度までに 10％以

上削減することに向けて努める。 

 

 

第５．措置の内容  

 

 １．建築物の管理等に当たっての配慮 

 

  （１）建築物における省エネルギー対策の徹底 

     中央合同庁舎第 4号館において実施される省エネルギー対策を徹底し、温室効

果ガスの排出の抑制等について積極的に協力する。 
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  （２）温室効果ガスの排出の抑制等に資する二重窓等の導入 

     建築物の断熱性能の向上に資するため、事務室の二重窓、複層ガラス、遮光フ

ィルム、ブラインドシャッター等の導入に努める。 

 

（３）温室効果ガスの排出の少ない空調設備の導入 

     空調設備について、当局が独自に調達又は更新する場合には、温室効果ガスの

排出の少ない機器の導入を図る。 

 

  （４）冷暖房の適正な温度管理 

    ① 中央合同庁舎第 4号館の管理官庁と協力して、同庁舎内における冷暖房温度

の適正管理（冷房の場合は 28度程度、暖房の場合は 19度程度）を徹底する。 

    ② コンピューター室の冷房については、コンピューター性能が確保できる範囲

内で可能な限り設定温度を上げる等の適正な運用に努める。 

 

 

 ２．財やサービスの購入・使用に当たっての配慮 

 

  （１）次世代自動車の導入 

     次世代自動車に係る中間目標の達成に向けて、以下の措置を講じる。 

    ① 更新時に併せて計画的に次世代自動車を導入する。 

    ② 次世代自動車への買換えに当たっては、使用実態を踏まえ必要最小限度の大

きさの車を選択するなど、より温室効果ガスの排出の少ない車の導入を進め、

当該車の優先的利用を図る。 

 

  （２）自動車の効率的利用 

     公用車で使用する燃料の量の削減に係る 2020年度の目標達成に向けて、以下の

措置を講じる。 

     

    ア 公用車等の効率的利用等 

① 車一台ごとの走行距離、燃費等を把握するなど、燃料使用量の調査をきめ

細かく行う。 

② アイドリング・ストップ装置の活用などにより、待機時のエンジン停止の

励行、不要なアイドリングの中止等の環境に配慮した運転を行う。 

③ 有料道路を利用する公用車については、引き続きＥＴＣ車載器を設置す

る。 

④ タイヤ空気圧調整等の定期的な車両の点検・整備の励行を図る。 

⑤ 夏期におけるカーエアコンの設定温度を 1度アップする。 

⑥ ガソリンを満タンにしない。 

⑦ 通勤時や業務時の移動において、徒歩、自転車、鉄道、バス等公共交通機

関の利用を推進し、公用車利用の抑制・効率化に努める。 
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⑧ 原則として毎月第１月曜日にノーカーデーを実施し、警備上支障のある場

合、緊急な場合等を除いては、公用車の使用を自粛する。 

⑨ タクシー券の適切な管理の一層の徹底を図り、不要不急のタクシー利用を

抑制する。 

⑩ 公用車の利用に当たっては、相乗り乗車を積極的に進める。 

 

    イ 公用車の台数の見直し 

      公用車の使用実態等を精査し、台数の見直しを行い、その削減を極力図る。 

   

  （３）自転車の活用 

     自転車の使用について周知することで利用を促進する。 

 

  （４）エネルギー消費効率の高い機器の導入 

    ア ＬＥＤ照明の導入 

      ＬＥＤ照明のストックでの導入割合に係る 2020年度の目標達成に向けて、以

下の措置を講じる。 

① 既存照明について、当局が独自に更新する場合は、以下のとおりとする。 

 ・ 設置・更新後 15年を経過している照明については、原則として 2020年

度までにＬＥＤ照明への切替えを行う。 

 ・ ＬＥＤ照明及びＨｆ蛍光灯以外の照明機器（ＦＬ蛍光灯等）は、ＬＥＤ

照明への交換による費用削減効果及び省エネ効果が極めて大きいことを踏

まえ、2015 年度時点で設置後 15 年以上経過していないものも含め、執務

室及び照明の使用形態が執務室と同様の場所において、原則として 2020

年度までにＬＥＤ照明への切替えを行う。 

② ①のＬＥＤ照明導入の際には、原則として調光システムを併せて導入す

る。 

③ 既存照明の入替え時については、リース方式により契約を行うなど、費用

の平準化を図る。なお、リース方式による場合にも、調光システム付きのも

のを採用する。 

④ ①以外の既存照明については、2020年度の政府実行計画の見直しの際に定

められる方針に基づき切替えを行う。  

    

    イ 省エネルギー型ＯＡ機器等の導入等 

      現に使用しているパソコン、コピー機等のＯＡ機器、電気冷蔵庫、ルームエ

アコン等の家電製品等の機器について、旧型のエネルギーを多く消費するもの

の廃止又は買換えを計画的、重点的に進め、買換えに当たっては、エネルギー

消費のより少ないものを選択する。また、これらの機器等の新規の購入に当た

っても同様とする。さらに、機器の省エネルギーモード設定の適用等により、

待機電力の削減を含めて使用面での改善を図る。 
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    ウ 節水機器等の導入等 

        現に使用している水多消費型の機器の廃止又は買換えを計画的に進め、買換

えに当たっては、節水型等のものを選択する。また、これらの機器の新規の購

入に当たっても同様とする。 

 

  （６）用紙類の使用量の削減 

     用紙類の使用量の削減に係る 2020年度の目標達成に向けて、以下の措置を講じ

る。 

① コピー用紙、けい紙等の用紙類の年間使用量について、各部室単位で把握・

管理し、削減を図る。   

② 会議用資料や事務手続の一層の簡素化を図る。 

③ 両面印刷や両面コピーの徹底を図る。 

④ 情報の電子的共有によるペーパーレス化を図る。 

⑤ 身の回りの書類は基本的に電子ファイルで管理し、ペーパーストックのスモ

ール化を図る。 

⑥ 使用済み用紙の裏紙使用を図る。 

⑦ 使用済み封筒の再使用など、封筒使用の合理化を図る。 

⑧ 電子決裁の推進を図る。 

  

  （７）再生紙などの再生品や合法木材の活用 

ア 再生紙の使用等 

① 購入し、使用するコピー用紙、けい紙、トイレットペーパー等の用紙類に

ついては、再生紙の使用を引き続き進める。 

② 印刷物については、再生紙を使用するものとする。また、その際には古紙

パルプ配合率のより高い用紙類の調達に配慮する。 

 

イ 合法木材、再生品等の活用 

① 購入し、使用する文房具類、機器類等の物品については、再生材料から作

られたものの使用を引き続き進める。 

② 合法性が証明された木材又は間伐材等の温室効果ガスの排出量がより少

ない木材や再生材料等から作られた製品を使用する。 

③ 初めて使用する原材料から作られた製品を使用する場合には、リサイクル

のルートが確立しているものを使用する。 

   

  （８）ハイドルフルオロカーボン（ＨＦＣ）等の代替物質を使用した製品等の購入・

使用の促進等 

    ア ハイドルフルオロカーボン（ＨＦＣ）の代替物質を使用した製品等の購入・

使用の促進 

① 庁舎等の公共施設の冷蔵庫、空調機器及び公用車のカーエアコンの購入、

交換に当たっては、代替物質を使用した製品や、ハイドルフルオロカーボン
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（ＨＦＣ）を使用している製品のうち地球温暖化への影響のより小さい機器

の導入を図る。 

②エアゾール製品を使用する場合にあっては、安全性に配慮し必要不可欠な用

途を除いて、代替物質を使用した非フロン系製品の選択・使用を徹底する。 

 

    イ フロン類の排出の抑制 

      フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（平成 13 年法律第

64号）に基づいて、機器の点検や更新を行うこと等により、その使用時の漏え

い対策に取り組む。 

 

  （９）その他 

    ア その他温室効果ガスの排出の少ない製品、原材料等の選択 

① 物品の調達に当たっては、温室効果ガスの排出の少ない製品、原材料等の

使用が促進されるよう、製品等の仕様等の事前の確認を行う。 

② 環境ラベルや製品の環境情報をまとめたデータベース等の環境物品等に

関する情報について、当該情報の適切性に留意しつつ活用し、温室効果ガス

の排出の少ない環境物品等の優先的な調達を図る。 

③ 資源採取から廃棄までの物品のライフサイクル全体についての温室効果

ガスの排出の抑制等を考慮した物品の選択を極力図る。 

  

    イ 製品等の長期使用等 

① 詰め替え可能な洗剤、文房具等を使用する。 

② 机等の事務用品の不具合、更新を予定していない電気製品等の故障の際に

は、それらの修繕に努め、再使用を図る。 

③ 部品の交換修理が可能な製品、保守・修理サービス期間の長い製品の使用

を極力図る。 

 

    ウ 購入時の過剰包装の見直し 

      簡略に包装された商品の選択・購入を図る。また、リサイクルの仕組みが確

立している包装材を使用している商品の積極的な選択・購入を図る。 

 

 ３．その他の事務・事業に当たっての温室効果ガスの排出の抑制等への配慮 

 

  （１）エネルギー使用量の抑制 

    ア 庁舎におけるエネルギー使用量の抑制等 

      事務所の単位面積当たりの電気使用量の削減に係る 2020 年度の目標達成及

びエネルギー供給設備等で使用する燃料の量の削減に係る 2020 年度の目標達

成に向けて、以下の措置を講じる。 

① ＯＡ機器、家電製品及び照明については、適正規模のものの導入・更新、

適正時期における省エネルギー型機器への交換を徹底するとともに、スイッ
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チの適正管理等エネルギー使用量を抑制するよう適切に使用する。また、退

庁時には、ＯＡ機器、家電製品及び照明の電源を切ることを徹底する。 

② 中央合同庁舎第 4号館の管理官庁と協力して、庁舎内における冷暖房温度

の適正管理（冷房の場合は 28度程度、暖房の場合は 19度程度）を徹底する。 

③ コンピューター室の冷房については、コンピューター性能が確保できる範

囲内で可能な限り設定温度を上げるなどの適正な運用に努める。 

④ 執務室での服装について、夏季における「クールビズ」や冬季における「ウ

ォームビズ」を励行する。 

⑤ 冷暖房中の窓・出入口の開放禁止を徹底する。 

⑥ 発熱の大きいＯＡ機器類の配置を工夫する。 

⑦ 昼休みは、業務上特に照明が必要な箇所を除き消灯を図る。また、夜間に

おける照明も、業務上必要最小限の範囲で点灯することとし、それ以外は消

灯を徹底する。 

⑧ 冷房時には、日射の進入を防ぐため、ブラインドを下ろすよう徹底する。 

⑨ 職員に対する直近階への移動の際の階段利用の奨励を徹底する。 

⑩ 給湯器へのエコノマイザーの導入等、ガスコンロ、ガス湯沸器等の給湯機

器の効率的使用を極力図る。 

⑪ 冷蔵庫の効率的使用を図る。 

⑫ 照明の点灯時間の縮減等、節電のための取組の管理を徹底する。 

 

    イ 庁舎における節水等の推進 

      事務所の単位面積当たりの上水使用量の削減に係る 2020 年度の目標達成に

向けて、以下の措置を講じる。 

① 水漏れ点検の徹底を図る。 

② 公用車の洗車方法について、回数の削減、バケツの利用等の改善を極力図

る。 

 

  （２）ごみの分別 

① ごみの分別回収を徹底する。 

② 不要になった用紙は、クリップ、バインダー等の器具を外して分別回収する

よう努める。 

 

  （３）廃棄物の減量 

① 事務の遂行上、容器又は包装を利用する場合には、簡略な包装とし、当該容

器又は包装の再使用や再生利用を図る。 

② 使い捨て製品の使用や購入の抑制を図る。 

③ 紙の使用量の抑制を図る。 

④ 不要になった用紙は、クリップ、バインダー等の器具を外して分別回収する

よう努める。 

⑤ シュレッダーの使用抑制を図る。 
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⑥ コピー機、プリンター等のトナーカートリッジの回収と再使用を進める。 

⑦ 廃棄するＯＡ機器及び家電製品並びに使用を廃止する車が廃棄物として処理

される場合には、適正に処理されるよう努める。 

⑧ 物品の在庫管理を徹底し、期限切れ廃棄等の防止に努める。 

 

 

 ４．ワークライフバランスの配慮・職員に対する研修等 

 

  （１）ワークライフバランスの配慮 

     計画的な定時退庁の実施による超過勤務の縮減、有給休暇の取得促進、テレワ

ークの推進等の温室効果ガスの削減にもつながる効率的な勤務体制の推進に努め

る。 

 

  （２）職員に対する地球温暖化対策に関する研修の機会の提供、情報提供 

① 電子掲示板等により、職員が参加できる地球温暖化対策に資する活動や研修

等についての情報提供を行う。 

② 地球温暖化対策に関するシンポジウム、研修会への職員の積極的な参加が図

られるよう便宜を図る。 

③ 昼休みの一時消灯の周知を図るとともに、節電状況を逐次確認するなど、職

員の節電意識の徹底を図る。 

 

  （３）地球温暖化対策に関する活動への職員の積極的参加の奨励 

     職員に、いわゆる「環境家計簿」や「スマートメーター」、「家庭エコ診断」

による電気、ガス等の温室効果ガスの排出の原因となる活動量の点検の実施を奨

励するなど、家庭部門における温室効果ガスの排出削減に寄与する活動への参加

を促す。   

 

  （４）その他 

     昼休みや定時退庁日における勤務時間終了後の一斉消灯などに積極的に取り組

む。 

 

 

 ５．その他 

 

   第５の１から４までの措置のほか、中央合同庁舎第４号館の管理官庁が行う実施計

画、実施要領等に基づく措置については、入居官庁として積極的に協力するものとす

る。 

 

 

第６．本計画の推進体制の整備と実施状況の点検  
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① 本計画の推進・評価・点検は、内閣法制局地球温暖化対策実行計画推進委員会にお

いて実施するものとする。本計画の推進・評価・点検の管理総括は、総務主幹が行う。

本計画のフォローアップについては、長官総務室会計課を中心に関係部室の協力を得

て行う。 

② 対策の徹底を図るため、内閣法制局地球温暖化対策実行計画推進委員会等において、

中央合同庁舎第４号館の管理官庁及び長官総務室会計課が算出した電力・ガス等の使

用量の報告や節電行動の報告等を行う。 

③ 会計課長は、目標の達成状況を踏まえ、必要に応じて各部局にハード対策の追加や

ソフト対策の一層の強化を指示し、本計画の着実な実施を図る。 

④ 本計画の点検結果については、内閣法制局地球温暖化対策実行計画推進委員会にお

いて毎年成果を取りまとめた上で、ホームページ等適切な方法を通じ公表する。 

  透明性の確保及び率先的取組の波及を促す観点から、点検結果の公表に当たっては、

温室効果ガスの総排出量などの本計画に定めた各種指標等取組項目ごとの進捗状況に

ついて、目標値や過去の実績値等との比較評価を行う。 

 

 

第７．温室効果ガスの排出削減計画   

 

 2013年度 

 

2020年度目標 

 (単位)  (13年度比) 

公用車燃料 kg-CO2  18,112  15,395 －15％ 

施設のエネルギー使用 kg-CO2 275,833 248,250 －10％ 

 電気 kg-CO2 225,484 202,935 －10％ 

 （電気使用量） kWh 496,814 446,993 －10％ 

 （電気の排出係数） kg-CO2/kWh  0.454   0.454 固定 

 電気以外 kg-CO2  50,349  45,314 －10％ 

その他        0       0  

合計  293,945 263,645 －10％ 

 

 2013年度 

 

2020年度目標 

 (単位)  (13年度比) 

公用車に占める次世代

自動車の割合 

% 

 

   57.1 

 

    70 

 

 

 

公用車の燃料使用量 GJ     255  216.8 －15％ 

ＬＥＤ照明の導入割合 %    21.3     50  

用紙の使用量 t       7    6.3 －10％ 

事務所の単位面積当た

りの電気使用量 

kWh/㎡ 

 

    149 

 

 134.1 

 

－10％ 

 

エネルギー供給設備等 GJ   1,007   906.3 －10％ 
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における燃料使用量     

事務所の単位面積当た

りの上水使用量 

㎥/㎡ 

 

   1.11 

 

   1 

 

－10％ 

 

 

○主な削減対策と削減効果  電力の CO2排出単位＜0.454 CO2/kwh＞ 

①ＬＥＤ照明の導入                  18.3tCO2 

②電力消費の少ない家電への切替え             3.2tCO2 

③昼休みにおける消灯等                  0.2tCO2 


